
人材確保指針の見直しについて  

（議論のたたき台）   



Å材確保指針の見直しの考え方について  

【見直しの考え方】  

（参考）社会福祉法第89条第1項及び第2項   

（基本指針）  

第89条 厚生労働大臣は、社会福祉事業が適正に行われることを確保するため、社会福祉事業l主従養生金星£以二巨妄の室長虹三  

「捜会福辿垂業鹿妻畳」と邑皇」の應塩及び国民の社会福祉に関する活動への参加の促進を図るための措置に関する基壷飽な   

指針（以卜l奥本指針」という。Jを定めなければならない＿  
：一 冬本抱叙し定メ）る事項は、次のとおりとする－   

二＿．鹿会福祉重美厳重老の戯美空凰剋三園宣＆垂項   
三。．】放，会慮辿垂監査塵墓室る急が行う、社会福祉事業従事者 地盤善．（国家公＿蓬旦盈逆地左公盈農至ある者旦⊆慮るも  

但を陰くじユ盈建意思旦向よ塵逆に薮親の社会福迦董   

王る提置姐盟主る垂盈  

∴ 前号に＿規定する措置の内容に関して、その適正かつ有効な実施を図るために必要な誤置の内容に関する事項   

四（略）  

3・4（略）   



Å樹確保指針の見直しの構成について  
ー ■、∩－■■■ ■■■ヽ －－‾●√■－、・■●■▼ヽ －●・■ ・■√■■  ‥J■L■・・、・・ヽ，、－ ・r －ヽ、「・－・ 小■、     ～■←√・、′  

（従事者を取り巻く労働環境の変化）  （社会福祉制度の変化）  

○ 措置制度から契約制度への転換  
〔）低所得者に限らない利用者の普遍化  

○ 多様な事業主体の参入  
0 在宅サ椚ビスの充実  

○ 新しいサ州ビスの進展  

○ 生産年齢人口の減少  
○ 非常勤職員の割合の増加  
○ 離職率が高い  

○ 潜在的有資格者の増加  

こ
‥
メ
 
 
 

題材ダービズに二抒す感ニーズめ渾却・劇抄貌拡抒  人棚聯  

穎の面ても達の面でも対 に確保していくために・・＿・  
でマ丁ワ脚人●  

【前文】   【就案の動向】   

○ 労働市主導全体における就業の現況とぅ後の見通し  
・生産年齢人uの渡少による今後の労働力Åぷの減少  

0 福祉・介護サービスにおける就峯の葦莞況   
▼ 従事者数は328万人であり、このうち単数以上のて97万人は高齢者に関連する  
サ納ビスの従事者   

く 潜在的介；獲福祉士の存在 琴  

○ 福袖・介護サbビスにおける等後の就…斐見通し  

）  

一 社余滴髄朝腰部改革  
今後の染渡産齢人ニ∈乃減少   

∴  

環）社会福祉夢菜と密接に鋸達する事業く社会福祉事業と奮わせて  
彗竃練・合強サ｝ビス」と定義二〉も盲警官つせて、一体的に人相を確保。  

こ  

表  

装   ＼  

監  

晦画癖  

【人材確保の目標と課鰭】  

O 「離職者等の再就労の促進．．Jを図るための   
目標と課題を整王乳  

O i‾多様な人材の参入の促；琵」を図るための   
臼標と…漂琵頁を零墨王浬。  

0 【吏剛こ従撃している者の定番の促進」を図   
るための目標と課題を整理。  

【経営者、関係周体等並びl芸礪舶桁うべき具体的措置】  
〔多鰐皮ンt材の創成〉庇選者頗憾ため左ソ  〔親好許串（か蜘度盛爵那た一め仁ソ   r凱’紹母旺．n廿鉄熱現窟署切明媚鰻‘こ厨番た‘妙／ニノ  

すノ 琵民に対する福祉・介護サービスノ＼の理解  
〔a 福祉・介護サ“ビス分野以外の他分野に毒正   

夢する人事才の参入促進  
・き盲i鼠職した高齢者等の春海促進  

ト 労了勒環境の改寮  
誓j ニキャリアアップの仕経みの構築  
〔‘3一 新たな辞常モデルの構築  

【経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体と良民の役割】  



Å材確保指針の見直しの骨子について  

F 前 文】  

（見直しの視点）前文においては、指針策定時（平成5年）から現在までに至る問の社会福  

祉制度の変化等と指針の位置付けを整理する。  

（社会福祉制度の変化等）  

○ 近年、我が国においては、少子高齢社会の進展等により、国民の福祉サービスに対するニーズ  

が量的に増大するとともに、認知症等の従来明らかではなかったニーズの顕在化等を背景として、  

質的にもより多様化、高度化している。  

○ 近年の制度改革においては、  
・措置制度から契約制度への転換  

・低所得者に限らない利用者の普遍化  

・営利法人等の多様な事業主体の参入  

・在宅サービスの充実  

・認知症等に対応する新しいサービスの進展  

等が図られ、福祉サービスの内容や量は着実に充実している。  

○ 他方、15歳から64歳までの生産年齢人口の減少に伴い、労働力人口も減少が見込まれる中で、  

福祉・介護サービスの分野において、安定的に人材の確保を図っていくことが大きな課題である。  
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（指針の位置付け）  

○ この指針は、社会福祉事業の分野において、安定的に人材の確保を図っていくことを目的とす  

るものであるが、例えば、介護保険制度においては、社会福祉事業には該当しない居宅介護支援  
や訪問リハビリテーション、特定施設入居者生活介護等が位置付けられるなど、社会福祉事業と  

密接に関連する領域が拡大しており、これらの事業は社会福祉事業と不可分に運営されているこ  

とから、社会福祉事業とこれらの事業を合わせて、「福祉t介護サービス」と総称し、一体的な人材  

の確保に努めることとする。  

○ また、平成27年度には、団塊の世代が高齢者（65歳以上）となり、さらにこれらの者が後期高齢  

者（75歳以上）に達する平成37年度には、全人口に占める高齢者人口の割合がピークを迎えるこ  

とを見据え、社会福祉法人に限らず、営利法人等を含めた経営者、関係団体等（国及び地方公共  
団体を除く。）並びに国及び地方公共団体が、十分な連携の下、それぞれ必要な措置を講ずるよ  
う努めなければならない。  
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第一 就業の動向  

（見直しの視点）「就業の動向」においては、労働市場全体における就業の現況と今後の見  

通しを整理するとともに、福祉・介護サービスにおける就業の現況と今後の見通しを整理  

する。  

体
 
 

全
 
 

域
 
 

監労働市  

○ 生産年齢人口は平成17年の8，442万人からいわゆる団塊の世代が65歳以上に達する平成27年  
には7，681万人にまで減少するものと見込まれており、それに伴い、労働力人口も減少することが  

見込まれている。  

ビスにおける  監福祉離   

○ 従事者は、平成17年度現在で約328万人であり、平成5年度と比べて4．6倍となっている。  
とりわけ高齢者に関連するサービスに従事する者の伸びは著しく、平成5年度の約17万人と比べ  
て、平成17年度には約197万人と、約12倍に達しており、従事者の大宗を占めている。  
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○ さらに、これらの従事者の特徴として、   
・女性の占める割合が高いこと  

・非常勤職員の占める割合が近年増加していること  

・入職者及び離職者の割合が高いこと  

等が挙げられる。  

○ このように、従事者が着実に増加しているにも関わらず、離職率が高く、労働移動が激しい状況  
にあることから、常態的に求人募集が行われることもあり、介護関係職種の有効求人倍率（平成  
18年度）は、パートタイムを除く常用で1．22倍、常用的パートタイムで3．08倍と、全職種（パートタイ  

ムを除く常用で0．92倍、常用的パートタイムで1．35倍）と比較して高い水準にあり、特にパートタイ  

ムにおける労働需要は旺盛なものとなっている。  

○ また、介護の現場では介護職員の量的確保にとどまらず、専門性の高い人材が求められてい  
る岬方で、平成16年度の介護福祉士の国家資格取得者約41万人のうち、実際の従事者は約23万  
人に留まっており、介護福祉士の国家資格を取得しながら何らかの理由で就業していない、いわ  
ゆる「潜在的介護福祉士」が多数存在している。  

D見通し】  き介護サ蝉ビスにおける   

○ 介護保険サービスに従事する介護職員の需要については、平成16年度の約100万人が、平成  
26年度には、  

・仮に後期高齢者人口の伸びに比例して職員数が増加することとした場合、約140万人に、   
■ 仮に要介護認定者数の伸びに比例して職員数が増加することとした場合、約150万人から約   
160万人に、  

増加するものと見込まれ、少なくとも今後10年間に、約40万人から約60万人の介護職員の確保が   
必要となる。  
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第二 人材確保の目標と課題  

（見直しの視点）「人材確保の目標と課題」においては、今後、労働力人口の減少が見込ま  

れる状況の中で、福祉・介護サービスの分野において、必要な人材を確保してい＜ための  

目標と課題を整理する。  

○ 福祉・介護サービスにおいて今後必要とされる人材については、  

①「現に従事している者の定着の促進」、  
②「離職者等の再就労の促進」、  
③「多様な人材の参入の促進」  

などを着実に進めていくことにより、これを確保することが可能と考えられることから、これらの実  

現に向けた取組がより一層必要となる。  

○ 今後、労働力人口の減少が見込まれる状況にある一方で、福祉・介護サービスに対するニーズ  
はますます増大していくことを踏まえ、福祉・介護サービスの分野において、将来にわたって安定  
的に人材を確保していくためには、まずは、いわゆる団塊の世代が65歳以上の高齢者となる平成  
27年を見据えて、重点的に取り組む必要がある。  

促進」を図るための目標と課題】  紆現に健溺  しこ一いる   

O「現に従事している者の定着の促進」を図るための目標としては、例えば介護福祉士について  

みれば、仕事のやりがい、職場の人間関係、給与水準、仕事の将来見通し、結婚等が主な転職理  

由となっており、従事者が将来にわたって生き生きとその能力を発揮して安定的に働き続けられる  

ことを目標に据える必要がある。  
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O 「現に従事している者の定着の促進」を実現するためには、  
・労働関係法規の遵守を前提としつつ、従事者の業務上の負担が過重なものとならず、仕事と  
家庭の両立が図られるよう、労働環境を改善すること  

・従事者がやりがいを持って将来にわたって安定的に働いていくことができるよう、キャリアアッ   
プの仕組みの構築を図ること  

・人材の育成及び確保は、経営方針や経営基盤の安定化と密接に関わることから、現状の小   
規模かつ脆弱な経営基盤から脱却し、新しい福祉・介護サービスの経営モデルを構築すること   

が課題であると考えられる。  

監〔F離職者  

O「離職者等の再就労の促進」を図るための目標としては、介護福祉士やホームヘルパー等の  
資格を有していながら、実際に就業していない潜在的有資格者や福祉・介護サービスからの離職  
者等の掘り起こし等により、潜在的な人材を有効活用していくことを目標に据える必要がある。  

O「離職者等の再就労の促進」を実現するためには、「現に従事している者の定着の促進」を図  
るための課題への対応に加えて、就業の現状等の実態を把握し、これらの者への働きかけから就  
業の支援等を一体的に行っていくことが課題であると考えられる。  
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＝多様な人材の参入の促進」を図るための目標と課題】   

O「多様な人材の参入の促進」を図るための目標としては、国民に対し、福祉・介護サービスへの  
理解を深めていくことはもとより、就職期の若年層のみならず、福祉・介護サービス分野以外から  
の人材の参入の促進を図るほか、退職した高齢者等の参画を促進することを通じて、福祉・介護  
サービス分野において、多様な人材の参入を促進していくことを目標に据える必要がある。  

O「多様な人材の参入の促進」を実現するためには、「現に従事している者の定着の促進」を図  
るための課題への対応に加えて、  

・あらゆる機会を通じて、若年層を始めとする国民各層に対する福祉・介護サービスへの理解   
や介護に従事する者等の専門職としての位置付けについて普及を図るとともに、就業の促進を  
図ること  

・福祉・介護サービスの職場体験等を通じて、他分野に従事する人材の福祉・介護サービス分  
野への参入促進を図ること  

・退職した高齢者等の知識や経験等を積極的に活用する観点から、福祉・介護サ∬ビス分野  
への参画促進を図ること   

が課題であると考えられる。  
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第三 現に従事している者の定着の促進を図るために  

（見直しの視点）「現に従事している者の定着の促進を図るために」においては、第二にお  

いて整理した課題に対応するための具体的措置を整理する。  

（労働関係法規の遵守等）  

○ 労働基準法（昭和21年法律第25号）や労働安全衛生法（昭和47年法律第113号）等の労働関係  

法規を遵守するとともに、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成5年法律第76  
号）の改正の趣旨を踏まえた対応を図ること。《経営者》  

（給与等）  

○ キャリアと能力に見合う給与体系の構築等により、処遇の改善を図ること。《経営者》  

（労働時間等）  

○ 労働時間の適正な管理に努めるとともに、仕事と家庭の両立が図られるよう、有給休暇や育児  
休暇等の取得や職場内保育の充実等を推進すること。《経営者》  

○ 汀技術や福祉用具の積極的な活用等を通じて、業務の省力化に努めること。《経営者、関係団  
体等》  
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